
第二回 自治体こども計画策定ガイドライン
検討のための有識者会議

令和５年１2月２6日（火）10:00～ オンライン



議題 2

１. 第一回会議の意見と対応

２. こども大綱の動き、概要

３. ガイドラインの素案
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主なコメント 対応案

ガイドラインについて

1
・ガイドラインがある時点で、計画はある程度画一的なものになってしまう。ここまでは必須、ここか
らはオプションという線引きがあるといい。
・法律が計画への記載を求める事項を明確にしてほしい。

・「第３章 自治体こども計画に盛り込む内容」に、盛
り込むべき内容と自治体の裁量で追記する内容を
わかるように記載することを検討する。

2
・計画は自治体規模によって内容が大きく異なるため、ガイドラインは自治体規模ごとに分けて作成
してほしい。
・予算と人員が少ない自治体でも参考にできるガイドラインとしてほしい。

・一つの項目について、自治体規模それぞれの事例
を掲載する。（ヒアリング結果にて変更の可能性あ
り。）

3
・ガイドライン構成案に「KPI設定」という文言があるが、ウェルビーイング指標やSDGs等様々な指
標が乱立する傾向にあるためシンプルな記載としてほしい。

・「第８章 計画の評価・見直し」に、留意事項として
記載。（自治体内の上位計画や総合計画など他計
画と整合性を図ること。等）

4 ・好事例は必ずしも成功事例でないことがわかるようにしてほしい。 ・「ガイドラインの基本姿勢」として明記。

5 ・目標値を決めるのが難しかった。様々な手法が知れるとありがたい。
・「第８章 計画の策定・更新」に、目標の設定につい
て事例を記載。

好事例自治体ヒアリングについて

6

・計画策定にあたった担当職員数、・現行・次期計画の頁数、・都市計画部局や、教育委員会との連携
の工夫、・計画に記載する施策の予算的裏付け（議会対応）
・策定体制のうち都市計画関係の部署との連携方法、・民間活動の活用連携方法、・予算権限を持っ
たこども部局ポスト（役職）の有無、・第三者評価制度を持っているか、第三者委員会にこどもを含
むか
・大規模アンケートの実施手法

・こども・若者にわかりやすい計画にするための工夫
・困難を抱えるこども、若者等、異なる対象ごとの意見聴取にあたっての工夫

・ヒアリング項目に追加。

7 ・ヒアリング対象地域として、東北・北陸・四国をカバーすること。
・東北から山形県、秋田県湯沢市を追加。
・北陸から石川県を追加。
・四国から高知県四万十市を追加。

【第一回会議の意見と対応】



4２-1. こども大綱の動き

【こども家庭審議会（総会）】

○第１回：４月２１日 内閣総理大臣（こども政策推進会議）からの諮問 等
○第２回：９月２５日 中間整理案について（基本政策部会の報告、関係分科会・部会からの意見）
〇第3回：11月22日 答申案について

【こども家庭審議会基本政策部会】

○第１回：５月２２日 自由討議

○第２回：６月２０日 こども大綱の構成要素及び枠組み、目指すべき社会像、基本的な方針①

○第３回：６月３０日 こども大綱の構成要素及び枠組み、目指すべき社会像、基本的な方針②

○第４回：７月１３日 こども大綱の各論について①
（（１）幼児期まで～（３）思春期について）

○第５回：７月２５日 こども大綱の各論について②
（（４）青年期、（５）各ライフステージに共通する事項等について、こども大綱における基本的な施策の構成について）

○第６回：８月１０日 こども大綱の各論について③
（「こどもまんなか」の実現に向けたEBPM、こども・若者の意見反映、施策の推進体制等）、

こども・若者、子育て当事者等から意見を聴く取組について等

○第７回：８月３１日 国際社会の動向等について
〇第８回：９月 ４日 中間整理案について①
○第９回：９月１５日 中間整理案について② ※9月25日審議会総会に向け関係分科会・部会でも議論
※9月29日に中間整理を公表。 中間整理について、こども・若者、子育て当事者等の意見を聴く取組を実施
〇第10回:１１月17日 こども・若者、子育て当事者等の意見を聴く取組の結果、答申案について

12月22日 こども政策推進会議でこども大綱の案の了承
こども大綱の閣議決定

案



5２-2. こども大綱の概要
案



6２-2. こども大綱の概要（自治体こども計画部分抜粋）

第２ こども施策に関する基本的な方針

（６）施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民間団体等との連携を重視する

こども施策の具体的な実施を中心的に担っているのは地方公共団体であり、国は、地方公共団体と密接に連携

しながら、地域の実情を踏まえつつ、国と地方公共団体の視点を共有しながら、こども施策を推進する。多くの

地方公共団体において、地域の実情に応じた自治体こども計画が策定・推進されるよう、国において支援・促進

する。

第４ こども施策を推進するために必要な事項

３ 施策の推進体制等

（３）自治体こども計画の策定促進、地方公共団体との連携

（自治体こども計画の策定促進）

こども基本法において、都道府県は、国の大綱を勘案して、都道府県こども計画を作成するよう、また、市町村

は、国の大綱と都道府県こども計画を勘案して、市町村こども計画を作成するよう、それぞれ、努力義務が課せ

られている。自治体こども計画は、各法令に基づくこども施策に関する関連計画と一体のものとして作成できる

こととされており、区域内のこども施策に全体として統一的に横串を刺すこと、住民にとって一層わかりやすい

ものとすることなどが期待されている。

こども施策に関する計画を自治体こども計画として一体的に策定する地方公共団体を積極的に支援すると

ともに、教育振興基本計画との連携を含め好事例に関する情報提供・働きかけを行う。自治体こども計画の

策定・推進状況やこどもに関する基本的な方針・施策を定めた条例の策定状況についての「見える化」を進める。

案
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【構成案】 〇は想定している項目例

３. ガイドラインの素案

Ⅰ 自治体こども計画策定に関する内容

第１章 自治体こども計画の概要
〇 自治体こども計画の概要
〇 自治体こども計画の目的と必要性

第２章 ガイドラインの概要
〇 ガイドラインの目的
〇 ガイドラインの基本姿勢

第3章 こども大綱に書かれている内容
〇 「ライフステージを通した重要事項」に書かれている内容
〇 「ライフステージ別の重要事項」に書かれている内容
〇 「子育て当事者への支援に関する重要事項」に書かれている内容

・第2章に記載する基本姿勢には、４章～８章の手法は、あくまで
参考であり、自治体の状況に応じて検討を進めていただきたい旨
・事例は必ずしも優良事例ではない旨
を明記

・第３章では、こども大綱のうち、「こども施策に関する重要事
項」に関するポイントを記載。
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【構成案】

３. ガイドラインの素案

Ⅱ 自治体こども計画作成の手法

第４章 計画策定体制・スケジュール
〇 スケジュールの検討
〇 庁内体制の構築
〇 審議会の設置・運営
〇 関係機関との連携
〇 予算の確保
〇 外部委託

第５章 既存計画との関係
〇 上位計画・関連計画との整合確認
〇 一体とできる計画の確認
〇 都道府県こども計画の勘案

第６章 計画策定のための調査・分析
〇 アンケートの実施
〇 アンケート結果の分析
〇 XXXXの実施
〇 XXXX結果の分析

こども大綱のうち、「こども施策を推進するために必
要な事項」の記載を踏まえつつ、事例紹介を中心に
記載

こども基本法10条に記載のある「一体の
ものとして作成することができる」部分
の手法を記載

こども等からの意見の聴取以外に行う調査に
ついて、実施方法と分析方法に分けて記載
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【構成案】

３. ガイドラインの素案

第７章 こども・若者、子育て当事者等への意見聴取、反映
〇 こども・若者、子育て当事者への意見聴取
〇 こども・若者、子育て当事者への意見聴取結果の反映
〇 XXXXへの意見聴取
〇 XXXXへの意見聴取結果の反映

第８章 計画の策定・更新
〇 計画の構成
〇 目標の設定
〇 計画の評価・見直し

Ⅲ 参考・資料編
こどもに関する法令やそれらに基づく計画の策定指針

法令や策定指針等の原文を抜粋して掲載

困難を抱えるこども・若者、関連団体等、他の意見聴取
対象について記載
対象の選択（判断基準）、方法、対象年齢、意見を聞く
べき項目、配慮すべき点についても記載
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【フォーマット案】第4章～第8章について

３. ガイドラインの素案

・ポイント（箇条書き）

・自治体規模ごとに事例を掲載

・概要

・参考・資料編のイメージ
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